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Ⅱ 調査結果の概要

１ 幼稚園，小学校，中学校，高等学校，中等教育学校，特別支援学校，専修学校及び各種学校の年
齢構成等の状況
（学校調査及び教員個人調査（平成２２年１０月１日現在，代替教員及び実習助手を除く。））

(1) 本務教員数（表１）
本務教員数を学校の種類（学校種）別にみると，幼稚園１０６，２８６人（前回（平成１９年度）に比
べ５７３人（０．５％）減少，小学校３９０，８４４人（同１，０２５人（０．３％）増加），中学
校２３２，９７０人（同１，４４２人（０．６％）増加），高等学校２２９，８４８人（同４，４３０人
（１．９％）減少），中等教育学校１，７９６人（同６６６人（５８．９％）増加），特別支援学校
６２，７９７人（同４，２０６人（７．２％）増加），専修学校４０，４６９人（同１，６２７人（３．９％）
減少），各種学校９，３０９人（同９２０人（９．０％）減少）となっている。
また，男女別にみると，女性教員の占める割合は，幼稚園を除く各学校種で上昇しており，
幼稚園９２．６％，小学校６１．９％，中学校４１．１％，高等学校２８．６％，中等教育学校
３０．９％，特別支援学校５８．７％，専修学校５１．２％，各種学校４０．６％となっている。
校長のうち女性の占める割合は，小学校１８．４％，中学校５．４％，高等学校５．７％とな
っており，前回に比べ小学校及び中学校で０．５ポイント，高等学校で０．４ポイントそれぞれ
上昇している。
副校長（平成２０年４月制度導入）のうち女性の占める割合は，小学校２７．７％，中学校
１０．９％，高等学校７．７％となっている。
教頭のうち女性の占める割合は，小学校２１．４％，中学校８．０％，高等学校７．５％とな
っており，前回に比べ，小学校で０．２ポイント，中学校で０．１ポイント，高等学校で１．０
ポイント上昇している。

表１ 本務教員数（高校以下，専修・各種学校）

（人）

平　　成　　１９　　年　　度 平　　成　　２２　　年　　度

区　分 女性教員の 女性教員の

割合（％） 割合（％）

幼 稚 園 106,859 7,636 99,223 92.9 106,286 7,842 98,444 92.6

小 学 校 389,819 149,466 240,353 61.7 390,844 148,722 242,122 61.9

うち校長　 21,905 17,991 3,914 17.9 21,283 17,370 3,913 18.4

　うち副校長 ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 2,133 1,542 591 27.7

うち教頭　 22,416 17,655 4,761 21.2 19,655 15,440 4,215 21.4

中 学 校 231,528 138,314 93,214 40.3 232,970 137,307 95,663 41.1

うち校長　 9,911 9,430 481 4.9 9,758 9,231 527 5.4

　うち副校長 ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 1,195 1,065 130 10.9

うち教頭　 11,119 10,236 883 7.9 9,858 9,069 789 8.0

高 等 学 校 234,278 170,674 63,604 27.1 229,848 164,175 65,673 28.6

うち校長　 5,166 4,891 275 5.3 5,064 4,776 288 5.7

　うち副校長 ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 1,213 1,120 93 7.7

うち教頭　 8,156 7,624 532 6.5 6,801 6,291 510 7.5

中等教育学校 1,130 783 347 30.7 1,796 1,241 555 30.9

特別支援学校 58,591 24,981 33,610 57.4 62,797 25,921 36,876 58.7

専 修 学 校 42,096 20,734 21,362 50.7 40,469 19,767 20,702 51.2

各 種 学 校 10,229 6,229 4,000 39.1 9,309 5,528 3,781 40.6

女計 男 女 計 男
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(2) 年齢構成（５歳階級区分）及び平均年齢
① 幼稚園（表２, 図１）
「３５歳未満」の教員の割合についてみると，平成１６年度６２．６％，平成１９年度６１．５％，
平成２２年度６０．２％となっており，その割合は年々低下している。
また，男女別にみると, すべての年齢区分で女性教員の占める割合が高くなっている。
平均年齢は３５．５歳（前回より０．５歳上昇）で，男女別にみると，男性が４８．６歳
（同０．６歳低下），女性が３４．４歳（同０．５歳上昇）となっている。

表２ 幼稚園の年齢構成 図１ 年齢構成

② 小学校（表３, 図２，３）
「５０歳以上」の教員の割合についてみると，平成１６年度２９．６％，平成１９年度３５．３％，
平成２２年度３８．１％となっており，その割合は年々上昇している。
また，男女別にみると，６０歳未満の各年齢区分で女性教員の占める割合が高くなっている。
平均年齢は４４．３歳（前回より０．１歳低下）で，男女別にみると，男性が４５．２歳（
前回と同じ），女性が４３．８歳（同０．１歳低下）となっている。

表３ 小学校の年齢構成 図２ 年齢構成

（％）

 区  　  分 平成16年度 平成19年度 平成22年度
本務教員数(人) 104,415 106,859 106,286

合　　計 100.0 100.0 100.0
25 歳 未 満 32.0 31.3 27.7
25～30歳未満 21.5 20.5 22.1
30～35歳未満 9.1 9.7 10.5
35～40歳未満 6.0 6.8 7.9
40～45歳未満 6.1 6.1 6.4
45～50歳未満 8.1 7.0 6.4
50～55歳未満 7.3 7.5 7.1
55～60歳未満 4.8 5.6 5.7
60歳以上 5.2 5.5 6.2

平均年齢（歳）
計 34.6 35.0 35.5
男 50.3 49.2 48.6
女 33.5 33.9 34.4

（注）　小数点以下第２位を四捨五入したため，計と内訳の合計

　　　が一致しない場合がある。以下の各表において同じ。

62.6

20.1

17.3

61.5

19.9

18.6

60.2

20.7

19.1

（％）

 区  　  分 平成16年度 平成19年度 平成22年度
本務教員数(人) 388,664 389,819 390,844

合　　計 100.0 100.0 100.0
25 歳 未 満 2.1 2.7 3.3
25～30歳未満 6.8 8.6 10.1
30～35歳未満 10.0 9.3 10.1
35～40歳未満 13.3 11.4 10.5
40～45歳未満 16.2 14.2 12.5
45～50歳未満 22.1 18.4 15.4
50～55歳未満 17.9 20.8 20.7
55～60歳未満 10.9 13.4 15.9
60歳以上 0.8 1.1 1.5

平均年齢（歳）
計 44.1 44.4 44.3
男 44.8 45.2 45.2
女 43.7 43.9 43.8

18.8

51.6

29.6

20.6

44.1

35.3

23.5

38.3

38.1
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次に校長，副校長及び教頭の年齢構成をみると，校長で最も割合の高い年齢区分は，「５５歳以
上６０歳未満」（６７．５％）となっている。
副校長で最も割合の高い年齢区分は「５０歳以上５５歳未満」（４４．２％）となっている。
教頭で最も割合の高い年齢区分は「５０歳以上５５歳未満」（５３．５％）となっている。
平均年齢は校長が５６．８歳（前回と同じ），副校長が５２．４歳，教頭が５３．０歳（前回
より０．６歳上昇）となっている。

図３ 小学校の校長・副校長・教頭の年齢構成

③ 中学校（表４, 図４，５）
「５０歳以上」の教員の割合についてみると，平成１６年度２３．２％，平成１９年度２８．２％，
平成２２年度３３．４％となっており，その割合は年々上昇している。
また，男女別にみると，２５歳以上の各年齢区分で男性教員の占める割合が高くなっている。
平均年齢は４４．０歳（前回より０．２歳上昇）で，男女別にみると，男性が４５．０歳（
同０．２歳上昇），女性が４２．５歳（同０．２歳上昇）となっている。

表４ 中学校の年齢構成 図４ 年齢構成
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教 頭
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
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19

16

年度

５０歳未満 ５０～５５歳未満 ５５～６０歳未満 ６０歳以上校 長

平均年齢

５６．３歳

５６．８歳

５６．８歳

平成

3.2 26.4 44.2 23.4 2.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

22

年度

４５歳未満 ４５～５０歳未満 ５０～５５歳未満

５５～６０歳未満 ６０歳以上副校長

５２．４歳

平成 平均年齢

（％）

 区  　  分 平成16年度 平成19年度 平成22年度
本務教員数(人) 234,017 231,528 232,970

合　　計 100.0 100.0 100.0
25 歳 未 満 1.6 2.0 2.7
25～30歳未満 7.2 7.7 9.1
30～35歳未満 12.4 10.9 10.3
35～40歳未満 15.0 13.2 12.4
40～45歳未満 20.9 16.7 13.3
45～50歳未満 19.8 21.4 18.8
50～55歳未満 13.7 16.3 19.3
55～60歳未満 8.5 10.7 12.5
60歳以上 0.9 1.2 1.6

平均年齢（歳）
計 42.9 43.8 44.0
男 43.8 44.8 45.0
女 41.6 42.3 42.5

20.6

51.3

28.2

21.1

55.7

23.2

22.1

44.5

33.4
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次に校長，副校長及び教頭の年齢構成をみると，校長で最も割合の高い年齢区分は，「５５歳
以上６０歳未満」（６６．３％）となっている。
副校長で最も割合の高い年齢区分は「５０歳以上５５歳未満」（５１．３％）となっている。
教頭で最も割合の高い年齢区分は「５０歳以上５５歳未満」（５５．２％）となっている。
平均年齢は校長が５６．８歳（前回より０．１歳上昇），副校長が５３．２歳，教頭が５２．５歳
（前回より０．５歳上昇）となっている。

図５ 中学校の校長・教頭の年齢構成

④ 高等学校（表５, 図６，７）
「５０歳以上」の教員の割合についてみると，平成１６年度３１．３％，平成１９年度３４．４％，
平成２２年度３７．０％となっており，その割合は年々上昇している。
また，男女別にみると，２５歳以上の各年齢区分で男性教員の占める割合が高くなっている。
平均年齢は４５．４歳（前回より０．３歳上昇）で，男女別にみると，男性が４６．６歳（同
０．３歳上昇），女性が４２．４歳（同０．４歳上昇）となっている。

表５ 高等学校の年齢構成 図６ 年齢構成
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18.7 51.3 23.6 5.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

22

年度
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副校長
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平成
平均年齢

（％）

 区  　  分 平成16年度 平成19年度 平成22年度
本務教員数(人) 242,967 234,278 229,848

合　　計 100.0 100.0 100.0
25 歳 未 満 1.4 1.3 1.7
25～30歳未満 7.2 6.4 6.9
30～35歳未満 11.5 10.7 9.8
35～40歳未満 13.2 12.2 12.6
40～45歳未満 18.8 16.3 12.7
45～50歳未満 16.5 18.7 19.2
50～55歳未満 15.5 16.3 17.5
55～60歳未満 12.7 14.7 15.2
60歳以上 3.2 3.5 4.3

平均年齢（歳）
計 44.3 45.1 45.4
男 45.4 46.3 46.6
女 41.1 42.0 42.4

20.1

48.5

31.3

18.4

47.1

34.4

18.4

44.5

37.0
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次に校長，副校長及び教頭の年齢構成をみると，校長で最も割合の高い年齢区分は，「５５
歳以上６０歳未満」（６３．０％）となっている。
副校長で最も割合の高い年齢区分は「５５歳以上６０歳未満」（３８．７％）となっている。
教頭で最も割合の高い年齢区分は「５０歳以上５５歳未満」（４４．７％）となっている。
平均年齢は校長が５８．６歳（前回より０．１歳上昇），副校長が５６．４歳，教頭が５４．２歳
（前回より０．３歳低下）となっている。

図７ 高等学校の校長・教頭の年齢構成

⑤ 中等教育学校（表６, 図８）
「５０歳以上」の教員の割合についてみると，平成１６年度１８．６％，平成１９年度１８．３％，
平成２２年度２３．６％となっており，おおむね上昇傾向にある。
また，男女別にみると，２５歳以上の各年齢区分で男性教員の占める割合が高くなっている。
平均年齢は４２．２歳（前回より１．５歳上昇）で，男女別にみると，男性が４３．３歳（
同１．７歳上昇），女性が３９．６歳（同１．０歳上昇）となっている。

表６ 中等教育学校の年齢構成 図８ 年齢構成
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（％）

 区  　  分 平成16年度 平成19年度 平成22年度
本務教員数(人) 452 1,130 1,796

合　　計 100.0 100.0 100.0
25 歳 未 満 5.3 3.2 2.1
25～30歳未満 15.0 12.6 9.4
30～35歳未満 15.7 19.3 17.0
35～40歳未満 18.8 15.7 16.6
40～45歳未満 16.8 15.4 13.5
45～50歳未満 9.7 15.6 17.9
50～55歳未満 6.2 7.8 13.0
55～60歳未満 5.5 6.0 6.7
60歳以上 6.9 4.5 3.7

平均年齢（歳）
計 40.1 40.7 42.2
男 41.5 41.6 43.3
女 37.1 38.6 39.6
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⑥ 特別支援学校（表７, 図９）
「５０歳以上」の教員の割合についてみると，平成１６年度２２．３％，平成１９年度２７．３％，
平成２２年度３０．７％となっており，その割合は年々上昇している。
また，男女別にみると，５５歳以上を除く各年齢区分で女性教員の占める割合が高くなって
いる。
平均年齢は４３．４歳（前回より０．１歳上昇）で，男女別にみると，男性が４５．４歳
（同０．３歳上昇），女性が４２．０歳（同０．１歳上昇）となっている。

表７ 特別支援学校の年齢構成 図９ 年齢構成

⑦ 専修学校（表８，図１０）
「５０歳以上」の教員の割合についてみると，平成１６年度２９．９％，平成１９年度３０．６％，
平成２２年度３０．８％となっており，おおむね横ばい傾向である。
平均年齢は４４．７歳（前回より０．４歳上昇）で，男女別にみると，男性が４５．５歳
（同０．１歳低下），女性が４３．９歳（同０．９歳上昇）となっている。

表８ 専修学校の年齢構成 図１０ 年齢構成

（％）

 区  　  分 平成16年度 平成19年度 平成22年度
本務教員数(人) 55,414 58,591 62,797

合　　計 100.0 100.0 100.0
25 歳 未 満 1.6 1.9 2.8
25～30歳未満 8.9 8.0 8.9
30～35歳未満 13.2 12.6 11.4
35～40歳未満 15.4 14.2 14.0
40～45歳未満 19.3 16.8 14.3
45～50歳未満 19.2 19.3 17.8
50～55歳未満 13.7 16.5 17.7
55～60歳未満 8.0 9.9 11.7
60歳以上 0.6 0.9 1.3

平均年齢（歳）
計 42.4 43.3 43.4
男 44.0 45.1 45.4
女 41.1 41.9 42.0

 (注) 平成16年度，19年度は盲学校・聾学校・養護学校の計である。

23.8

53.9

22.3

22.4

50.4

27.3

23.2

46.1

30.7

（％）

 区  　  分 平成16年度 平成19年度 平成22年度
本務教員数(人) 40,596 42,096 40,469

合　　計 100.0 100.0 100.0
25 歳 未 満 1.9 2.6 2.4
25～30歳未満 8.7 9.2 7.9
30～35歳未満 14.5 13.8 12.1
35～40歳未満 15.4 15.5 15.9
40～45歳未満 16.0 14.5 15.2
45～50歳未満 13.6 13.8 15.6
50～55歳未満 11.3 10.4 12.1
55～60歳未満 7.7 9.4 8.0
60歳以上 10.9 10.8 10.7

平均年齢（歳）
計 44.4 44.3 44.7
男 45.1 45.6 45.5
女 43.7 43.0 43.9

25.1

44.9

29.9

25.6

43.8

30.6

22.5

46.7

30.8
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⑧ 各種学校（表９，図１１）
「５０歳以上」の教員の割合についてみると，平成１６年度４２．１％，平成１９年度３８．７％，
平成２２年度３９．７％となっており，おおむね横ばい傾向である。
平均年齢は４６．８歳（前回より０．８歳上昇）で，男女別にみると，男性が４７．０歳
（同１．４歳上昇），女性が４６．６歳（同０．１歳低下）となっている。

表９ 各種学校の年齢構成 図１１ 年齢構成

(3) 学校種類別にみた平均年齢（表１０，図１２）
平均年齢を学校種別にみると，最も低いのは幼稚園３５．５歳で，最も高いのは各種学校４６．８歳
となっている。また，前回と比べると，小学校を除く各学校種で上昇している。

表１０ 本務教員の平均年齢

図１２ 平均年齢の推移（学校種類別）

（歳）

区　　分 幼稚園 小学校 中学校 高等学校
中等教育
学　　校

特別支援
学　　校

専修学校 各種学校

平成13年度 34.4 43.4 41.8 43.8 38.5 41.4 44.9 46.3 
　　16年度 34.6 44.1 42.9 44.3 40.1 42.4 44.4 47.1 
　　19年度 35.0 44.4 43.8 45.1 40.7 43.3 44.3 46.0 

平成22年度 35.5 44.3 44.0 45.4 42.2 43.4 44.7 46.8 

国　　立 41.1 40.1 41.0 46.7 43.6 42.3 47.1 …

公　　立 42.4 44.4 44.2 45.8 43.0 43.5 46.6 48.9 
(41.4) (43.7) (43.5) (44.9) (42.4) (42.8)

私　　立 33.9 41.2 41.6 44.4 40.2 39.3 44.5 46.8 

（注）１．（　）内の数値は，60歳以上の教員（再任用）を除いた平均年齢である。
　　　２．特別支援学校の数値は，平成13年度と平成16年度は盲学校，聾学校，養護学校
　　　　の計である。

（％）

 区  　  分 平成16年度 平成19年度 平成22年度
本務教員数(人) 11,274 10,229 9,309

合　　計 100.0 100.0 100.0
25 歳 未 満 3.2 3.7 2.5
25～30歳未満 8.4 8.8 7.4
30～35歳未満 11.4 12.5 10.6
35～40歳未満 10.6 12.5 12.9
40～45歳未満 12.4 11.5 13.6
45～50歳未満 12.0 12.3 13.4
50～55歳未満 13.4 11.8 12.8
55～60歳未満 12.2 12.4 11.8
60歳以上 16.5 14.5 15.1

平均年齢（歳）
計 47.1 46.0 46.8
男 46.7 45.6 47.0
女 47.8 46.7 46.6

23.0

34.9

42.1

25.0

36.3

38.7

20.4

39.9

39.7
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(4) 平均勤務年数（表１１）
平均勤務年数を学校種別にみると，最も短いのは専修学校９．８年で，最も長いのは小学校
１９．６年となっている。また，前回と比べると，中等教育学校及び専修学校において長くなっ
ている。

表１１ 本務教員の平均勤務年数

(5) 学歴構成（表１２）
小学校，中学校及び高等学校の本務教員の学歴構成をみると，大学を卒業した者の占める割合
は，それぞれ８０％を超えており，小学校８５．１％，中学校８７．４％，高等学校８４．１％
となっている。また，大学院修了者の占める割合は，小学校３．３％，中学校６．９％，高等学
校１４．０％となっており，前回と比べると，小学校が０．３ポイント，中学校が１．１ポイン
ト，高等学校が１．７ポイントそれぞれ上昇している。

表１２ 本務教員の学歴構成

（年）

区　　分 幼稚園 小学校 中学校 高等学校
中等教育
学　　校

特別支援
学　　校

専修学校 各種学校

平成13年度 10.6 19.7 17.5 18.6 12.2 16.7 10.4 16.0
　　16年度 10.5 20.2 18.5 18.7 13.6 17.4 10.0 15.8
　　19年度 10.5 20.2 19.1 19.4 14.2 18.0 9.6 14.7

平成22年度 10.3 19.6 19.0 19.3 15.2 17.7 9.8 14.4

国　　立 15.8 15.0 16.1 20.9 18.0 16.4 16.7 ･･･
公　　立 16.4 19.6 19.3 20.3 18.1 17.8 8.7 14.8
私　　立 8.9 13.9 13.9 16.3 9.2 11.2 9.8 14.4
（注）１．特別支援学校の数値は，平成13年度と平成16年度は盲学校，聾学校，養護学校の計である。
　　　２．平均勤務年数には，教員（本務教員・指導主事）として勤務した実年数を合算している。

（％）

区　　分 計 大学院 大　学 短期大学 その他
平成13年度 100.0 2.0 82.5 15.2 0.4
　　16年度 100.0 2.6 83.1 13.7 0.5
　　19年度 100.0 3.0 84.1 12.5 0.4
平成22年度 100.0 3.3 85.1 10.9 0.7
平成13年度 100.0 4.1 88.3 7.4 0.2
　　16年度 100.0 4.5 88.8 6.4 0.3
　　19年度 100.0 5.8 88.0 6.0 0.3
平成22年度 100.0 6.9 87.4 5.4 0.3
平成13年度 100.0 10.8 87.0 1.5 0.6
　　16年度 100.0 11.1 86.7 1.5 0.8
　　19年度 100.0 12.3 85.5 1.5 0.7
平成22年度 100.0 14.0 84.1 1.3 0.5

（注）「その他」には，実習助手としての勤務を経て教員免許を取得した教諭
　　　や，所持する保健師免許により養護教諭免許を取得した養護教諭・養護
　　　助教諭を含む。

小
学
校

中
学
校

高
等
学
校



18

（6） 教員免許状の所有状況
①学校種類別の所有状況（表１３）
小学校，中学校及び高等学校の教員について，当該学校種類に相当する教員免許状の所有状況
をみると，各学校種で普通免許状所有者の割合が９５％を超えている。この普通免許状所有者の
免許状を種類別にみると，１種免許状所有者の割合が最も多く，小学校７９．１％，中学校８８．４％，
高等学校７６．８％となっている。

表１３ 当該学校種類に相当する教員免許状の所有状況

②免許教科別免許状の所有状況（表１４）
公立の中学校及び高等学校について，免許教科別に免許状の所有状況をみると，公立中学校で
は，「数学」の普通免許状を所有している者の割合が高く，次いで「英語」，「社会」及び「国
語」の順となっている。また，免許状を１種・２種別にみると，各免許教科で１種免許状所有者
の割合が高くなっている。
高等学校では，「英語」の免許状を所有している者の割合が高く，次いで「数学」，「国語」，
「地理歴史」の順となっている。

表１４ 免許教科別 普通免許状の所有状況

（％）

普　　通　　免　　許　　状　　 当該学校種類に

区　　分 計 専　　修 １　　種 ２　　種 特　　　　例 臨時免許状 特別免許状 相当する免許状

を所有せず　　　

小学校 100.0 3.7 79.2 15.1 … 0.3 0.0 1.7

中学校 100.0 6.5 88.5 4.6 … 0.2 0.0 0.2

高等学校 100.0 22.2 76.8 0.4 0.0 0.3 0.1 0.2

　（注）１　「特例」とは，教育職員免許法施行規則第６１条の１４の規定に基づく，「柔道」，「剣道」，「情報技術」，「建築」，「インテリア」，「デザイン」，「情報
　　　　処理」　及び「計算実務」の事項について高等学校教諭の普通免許状を有する者をいう。
　　　　２　「当該学校種類に相当する免許状を所有せず」とは，学校教育法施行規則第２０条及び２２条（校長の資格），同第２１条（私立学校校長の資格の
　　　　　特例），同第２３条（副校長及び教頭の資格），教育職員免許法第１６条の３（中学校等の教員の特例）に該当する者をいう。
　　　　３　養護教諭，養護助教諭の免許状は，当該学校の普通免許状，臨時免許状として計上した。

（％）　

教員総数に 教員総数に 教員総数に

占める割合 占める割合 占める割合

国　　　語 １種 12.7 国　　　語 専修 3.0 情　　　報 専修 0.2
２種 1.1 １種 10.5 １種 5.0

社　　　会 １種 13.0 地理歴史 専修 2.9 農　　　業 専修 0.7
２種 0.8 １種 10.0 １種 2.0

数　　　学 １種 14.9 公　　　民 専修 2.7 農業実習 専修 0.0
２種 1.0 １種 9.5 １種 0.1

理　　　科 １種 13.0 数　　　学 専修 3.7 工　　　業 専修 2.6
２種 0.3 １種 10.1 １種 6.3

音　　　楽 １種 4.9 理　　　科 専修 3.8 工業実習 専修 0.1
２種 0.5 １種 8.8 １種 0.5

美　　　術 １種 3.8 音　　　楽 専修 0.4 商　　　業 専修 0.8
２種 0.5 １種 1.2 １種 4.2

保健体育 １種 12.6 美　　　術 専修 0.4 水　　　産 専修 0.2
２種 0.7 １種 1.0 １種 0.2

保　　　健 １種 1.3 工　　　芸 専修 0.0 福　　　祉 専修 0.0
２種 1.2 １種 0.4 １種 0.4

技　　　術 １種 4.3 書　　　道 専修 0.1 商　　　船 専修 0.0
２種 0.3 １種 1.4 １種 0.1

家　　　庭 １種 2.8 保健体育 専修 1.7 英　　　語 専修 2.7
２種 0.8 １種 10.0 １種 12.2

職　　　業 １種 0.2 保　　　健 専修 0.0 独　　　語 専修 0.0
２種 0.0 １種 1.0 １種 0.1

職業指導 １種 0.0 看　　　護 専修 0.0 仏　　　語 専修 0.0
２種 0.0 １種 0.2 １種 0.1

英　　　語 １種 13.0 家　　　庭 専修 0.6 その他の 専修 0.0
２種 1.0 １種 3.5 外国語　 １種 0.3

その他の １種 0.2
外 国 語 ２種 －

　（注） １　「教員総数に占める割合」は，各免許教科別の免許状所有者数を教員総数で除したものである。

　　　　 ２　公立中学校「１種」には専修免許状を含む。

　　　　 ３　同一人が２以上の教科の免許状を所有している場合は，それぞれの教科に計上した。

　　　 　４　公立中学校の「１種」，「２種」及び公立高等学校の「専修」，「１種」ともに０．１％未満の免許教科

　　 　　　（外国語を除く。）は省略した。

免　許　教　科免　許　教　科

    公　　立　　中　　学　　校 公　　立　　高　　等　　学　　校

免　許　教　科
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(7) 週当たり教科等担任授業時数（表１５）
一週間当たりの教科等担任授業時数をみると，小学校１８．８時間，中学校１４．６時間，
高等学校１３．８時間となっている。

表１５ 週当たり教科等担任授業時数

(8) 平均給料月額（表１６）
平成２２年９月の１か月分の平均給料月額（本俸のみ。諸手当及び調整額を除く。）は，
幼稚園２２万２千円（平均年齢３５．５歳），小学校３５万円（同４４．３歳），中学校３５万５千円
（同４４．０歳），高等学校３７万３千円（同４５．４歳），中等教育学校３５万５千円
（同４２．２歳），特別支援学校３４万８千円（同４３．４歳），専修学校２９万５千円（同４４．７歳），
各種学校３０万４千円（同４６．８歳）となっている。

表１６ 平均給料月額
（千円）

区　　分 幼稚園 小学校 中学校 高等学校 中等教育学校 特別支援学校 専修学校 各種学校

 平成　１３年度 230.6 388.9 378.2 393.1 313.9 372.1 287.3 252.2
(34.4) (43.4) (41.8) (43.8) (38.5) (41.4) (44.9) (46.3)

　　　　１６年度 226.6 379.4 375.5 386.5 323.0 367.6 300.5 257.2
(34.6) (44.1) (42.9) (44.3) (40.1) (42.4) (44.4) (47.1)

　　　　１９年度 222.8 365.5 367.6 381.3 333.9 362.7 296.5 259.9
(35.0) (44.4) (43.8) (45.1) (40.7) (43.3) (44.3) (46.0)

平成２２年度 221.8 349.9 355.2 372.8 355.2 347.6 295.0 304.3
(35.5) (44.3) (44.0) (45.4) (42.2) (43.4) (44.7) (46.8)

国　　立 325.6 336.8 345.8 370.3 358.8 350.5 377.0 ･･･　
公　　立 297.3 349.9 354.1 371.2 368.3 347.9 345.0 303.8
私　　立 203.6 348.3 372.4 377.4 331.4 267.5 290.9 304.3
（注）１．（　）内は，平均年齢（歳）である。
　　　２．特別支援学校の数値は，平成13年度と平成16年度は盲学校，聾学校，養護学校の計である。

（時間）

区　　分 小学校 中学校 高等学校
中等教育
学　　校

特別支援
学　　校

専修学校 各種学校

平成13年度 17.8 13.6 13.5 10.1 16.6 12.2 20.9
　　16年度 18.4 14.9 13.6 13.1 17.7 12.6 21.4
　　19年度 18.4 14.9 13.7 13.0 20.1 12.4 20.8

平成22年度 18.8 14.6 13.8 13.0 20.2 12.1 21.2

国　　立 17.8 13.8 12.6 12.8 20.5 10.6 … 
公　　立 18.8 14.8 13.8 12.9 20.2 14.0 23.6
私　　立 16.6 11.9 13.7 13.3 18.7 11.9 21.2
（注）１．授業時数の単位は，専修学校及び各種学校以外の学校については単位時間，専修学校及び各種学校に

　　　　　ついては実時間である。

　　　２．全本務教員（校長，養護教諭等を含む）の平均授業時数である。

　　　３．平成13年度まで教科のみの授業時数であったが，平成16年度から「道徳（「宗教」をもって「道徳」に

　　　　代える場合を含む。）」，「特別活動（学級活動（学校給食に係るものを除く。）又はホームルーム活動

　　　　に限る。）」，「総合的な学習の時間」の授業を，平成19年度から特別支援学校の「自立活動」を含めた

　　　　ため，単純に比較できない。

　　　４．特別支援学校の数値は，平成13年度と平成16年度は盲学校，聾学校，養護学校の計である。
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２ 幼稚園，小学校，中学校，高等学校，中等教育学校，特別支援学校の採用・転入・離職の状況
（教員異動調査）

(1) 採用・転入・離職者数（表１７）
平成２１年度間（平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの間）の本務教員の異動
（採用・転入・離職）の状況は次のとおりである。

① 採用
採用者数は，幼稚園１１，３６４人（前回（平成１８年度間）に比べ１０４人（０．９％）減
少），小学校１７，３８９人（同２，１６７（１４．２％）増加），中学校１０，９１９人（同
２，８９８人（３６．１％）増加），高等学校８，４５９人（同１，５０８人（２１．７％）増
加）などとなっており，幼稚園を除く各学校種で前回より増加している。

② 転入
転入者数は，幼稚園４，５２３人（前回（平成１８年度間）に比べ２３人（０．５％）増加），
小学校６７，３１９人（同１８６人（０．３％）減少），中学校３９，７６３人（同９５人（０．２％）
増加），高等学校２５，０１５人（同１５８人（０．６％）減少）などとなっており，小学校及
び高等学校で前回より減少している。

③ 離職
離職者数は，幼稚園１１，４０１人（前回（平成１８年度間）に比べ１，４５６人（１１．３％）減少），
小学校１６，８１９人（同２，００７人（１３．５％）増加），中学校８，９６８人（同１，４２６人
（１８．９％）増加），高等学校９，６８４人（同１８８人（２．０％）増加）などとなってお
り，幼稚園を除く各学校種で前回より増加している。

表１７ 高等学校以下の学校の採用・転入・離職者数
（人）

幼稚園 小学校 中学校

採用者 転入者 離職者 採用者 転入者 離職者 採用者 転入者 離職者

平成12年度間 10,654 4,378 11,668 5,992 66,532 9,319 5,094 40,773 6,929
　　15年度間 11,333 4,323 12,090 12,284 69,016 13,314 6,963 40,527 7,286
　　18年度間 11,468 4,500 12,857 15,222 67,505 14,812 8,021 39,668 7,542

平成21年度間 11,364 4,523 11,401 17,389 67,319 16,819 10,919 39,763 8,968

男 548 262 509 6,717 29,250 6,564 5,925 24,759 5,234
女 10,816 4,261 10,892 10,672 38,069 10,255 4,994 15,004 3,734

(つづき)
高等学校 中等教育学校 特別支援学校

採用者 転入者 離職者 採用者 転入者 離職者 採用者 転入者 離職者

平成12年度間 6,515 25,300 10,313 11 16 5 1,624 6,718 1,311
　　15年度間 7,400 25,424 9,919 40 55 20 1,830 6,814 1,470
　　18年度間 6,951 25,173 9,496 55 216 47 2,073 7,652 1,582

平成21年度間 8,459 25,015 9,684 78 270 64 2,976 7,873 1,830

男 5,129 18,302 6,949 44 198 40 1,075 3,570 820
女 3,330 6,713 2,735 34 72 24 1,901 4,303 1,010

（注）１．「採用」とは新規学卒者，民間企業，非常勤講師からの採用，大学等の高等教育機関の本務教員からの異動
　　　　及び教育委員会からの異動をいう。
　　　２．「転入」とは設置者を問わず，高等学校以下の学校の本務教員からの異動をいう。
　　　３．「離職」とは定年（勧奨）退職，病気・死亡による退職，自己都合退職，教員以外への転職，大学等の高等
　　　　教育機関の教員への異動及び教育委員会への異動をいう。
　　　４．特別支援学校の数値は，平成12年度間から平成18年度間は盲学校，聾学校，養護学校の計である。

区　　分

区　　分
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(2)採用前・転入前の状況及び離職の理由
① 採用前の状況別採用教員構成（表１８，１９）
幼稚園，小学校，中学校及び高等学校の採用教員について，採用前の状況をみると，幼稚園
を除く各学校種で「新規学卒者」が増加しており，幼稚園８，０６３人（前回に比べ７０６人
（８．１％）減少），小学校６，５５８人（同１，５３３人（３０．５％）増加），中学校
３，３０５人（同１，２１７人（５８．３％）増加），高等学校２，０９７人（同４４１人
（２６．６％）増加）となっている。
次に，採用者のうち「新規学卒者」の卒業学校の所在地を県内・県外卒業者の別にみ
ると，県内卒業者は，幼稚園６，０４５人，小学校３，７５０人，中学校１，８８２人，
高等学校９６９人となっており，高等学校を除く各学校種で県内卒業者が多い。
「民間企業」の者は，幼稚園４３３人，小学校４１６人，中学校３５６人，高等学校
５３１人となっている。
また，「非常勤講師（臨時的任用含む）」の者は，幼稚園６６７人，小学校６，８７６人，
中学校４，８１２人，高等学校３，８１７人となっている。

表１８ 採用の状況別採用教員数

表１９「新規学卒者」の卒業学校の所在地状況

（人）

新　規　学　卒　者 そ　　　　　の　　　　　他
　う ち 　う ち うち

官公庁 民間企業
　非常勤講師
　（臨時的任用
　含む）

平 成 12 年 度 間 10,654 8,290 5,982 2,308 39 2,325 453 344 …

平 成 15 年 度 間 11,333 8,589 6,316 2,273 95 2,649 495 354 …

平 成 18 年 度 間 11,468 8,769 6,379 2,390 129 2,570 471 373 …

平 成 21 年 度 間 11,364 8,063 6,045 2,018 276 3,025 453 433 667

平 成 12 年 度 間 5,992 1,578 966 612 16 4,398 1,560 186 …

平 成 15 年 度 間 12,284 3,728 2,388 1,340 45 8,511 1,981 429 …

平 成 18 年 度 間 15,222 5,025 2,837 2,188 67 10,130 2,317 632 …

平 成 21 年 度 間 17,389 6,558 3,750 2,808 195 10,636 2,043 416 6,876

平 成 12 年 度 間 5,094 1,408 789 619 32 3,654 1,194 198 …

平 成 15 年 度 間 6,963 1,791 1,040 751 59 5,113 1,313 302 …

平 成 18 年 度 間 8,021 2,088 1,159 929 69 5,864 1,467 320 …

平 成 21 年 度 間 10,919 3,305 1,882 1,423 138 7,476 1,339 356 4,812

平 成 12 年 度 間 6,515 1,945 866 1,079 131 4,439 768 434 …

平 成 15 年 度 間 7,400 1,839 890 949 172 5,389 886 536 …

平 成 18 年 度 間 6,951 1,656 736 920 188 5,107 827 553 …

平 成 21 年 度 間 8,459 2,097 969 1,128 233 6,129 759 531 3,817

（注）１．「新規学卒者」とは，学校を卒業してすぐに採用されたものである。

　　　２．「その他」とは官公庁，民間企業，非常勤講師等からの採用である。なお，官公庁には，教育委員会からの人事異動を含む。

小　計

高 等 専 門
学 校 以 上
の教員から

幼
稚
園

県外
区　　　分

小
学
校

中
学
校

計
小計 県内

高
等
学
校

（％）

計 国 立 公 立 私 立 計 国 立 公 立 私 立

幼 稚 園 100.0 75.0 2.7 2.5 69.7 25.0 1.0 0.5 23.6
(72.7) (3.0) (1.5) (68.3) (27.3) (0.9) (0.5) (25.9)

小 学 校 100.0 57.2 27.3 11.9 18.0 42.8 18.9 2.7 21.3
(56.5) (32.6) (6.8) (17.1) (43.5) (21.4) (1.9) (20.2)

中 学 校 100.0 56.9 25.9 11.3 19.7 43.1 17.9 2.5 22.7
(55.5) (30.8) (6.7) (18.0) (44.5) (20.1) (2.0) (22.4)

高 等 学 校 100.0 46.2 20.0 7.6 18.6 53.8 22.4 3.3 28.1
(44.4) (19.4) (5.6) (19.4) (55.6) (22.5) (3.1) (30.0)

（注）１「県内卒業者」とは，現在勤務している学校と同一県内に所在する学校を卒業したものである。
　　　２「県外卒業者」とは，「県内卒業者」以外のものである。
　　　３（　）内は，平成１８年度間の数値である。

県 内 卒 業 者 県 外 卒 業 者
計区 分
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② 転入前の状況別転入教員構成（表２０）
転入前の状況をみると，中等教育学校を除く各学校種とも同種の学校からの転入者の割合が最
も高く，学校種類別で最も割合の高いのは幼稚園９３．８％で，次いで小学校９３．１％の順と
なっている。

表２０ 転入前の状況別転入教員構成

(4) 離職の理由別離職教員数（表２１）
幼稚園，小学校，中学校及び高等学校の離職者について，離職理由をみると，幼稚園を除く
各学校種で「定年（勧奨を含む）のため」離職する者の割合が最も高く，小学校１０，４０５人，
中学校４，６１２人，高等学校５，２６５人となっている。

表２１ 離職の理由別離職教員数

（％）
区　　　分 幼稚園 小学校 中学校 高等学校 中等教育学校 特別支援学校
計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

幼 稚 園 か ら 93.8 0.6 0.2 0.1 － 0.2
(95.2) (0.5) (0.1) (0.1) (－) (0.1)

小 学 校 か ら 4.8 93.1 8.5 0.6 2.6 10.1
(3.8) (93.1) (8.3) (0.4) (0.9) (10.1)

中 学 校 か ら 1.0 5.2 85.2 7.2 27.0 8.9
(0.6) (5.2) (86.2) (6.5) (40.7) (9.6)

高 等 学 校 か ら 0.2 0.2 4.5 89.6 68.5 9.2
(0.3) (0.2) (4.2) (91.1) (56.5) (11.1)

中 等 教 育 学 校 か ら 0.0 0.0 0.5 0.4 0.4 0.3
(0.0) (0.0) (0.1) (0.2) (0.5) (0.1)

特 別 支 援 学 校 か ら 0.2 0.9 1.1 2.0 1.5 71.4
(0.1) (1.0) (1.0) (1.7) (1.4) (69.0)

（注）（　）内は，平成１８年度間の数値である。このうち，特別支援学校の数値は，盲学校，聾学校，
　　　養護学校の計である。

（人）

幼稚園 小学校 中学校 高等学校
計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女

計 11,401  509     10,892  16,819  6,564   10,255  8,968   5,234   3,734   9,684   6,949   2,735   
(12,857) (496) (12,361) (14,812) (5,704) (9,108) (7,542) (4,297) (3,245) (9,496) (6,752) (2,744)

定年（勧奨を含む）のため 741     70      671     10,405  4,409   5,996   4,612   2,970   1,642   5,265   4,319   946     
(735) (61) (674) (9,928) (3,831) (6,097) (3,785) (2,268) (1,517) (4,876) (3,918) (958)

病 気 の た め 545     34      511     629     226     403     346     181     165     258     159     99      
(442) (30) (412) (379) (128) (251) (254) (150) (104) (222) (150) (72)

病気のうち精神疾患のため 230     10      220     359     130     229     197     91      106     123     68      55      
(…) (…) (…) (…) (…) (…) (…) (…) (…) (…) (…) (…)

死 亡 44      23      21      221     98      123     146     105     41      190     164     26      
(62) (22) (40) (220) (133) (87) (138) (97) (41) (162) (142) (20)

転 職 の た め 2,210   130     2,080   1,357   903     454     1,197   886     311     1,152   817     335     
(2,944) (168) (2,776) (1,215) (882) (333) (1,196) (946) (250) (1,249) (875) (374)

大 学 等 入 学 の た め 64      6       58      31      18      13      34      20      14      69      35      34      
(59) (5) (54) (38) (15) (23) (36) (19) (17) (57) (34) (23)

家 庭 の 事 情 の た め 3,732   46      3,686   1,721   160     1,561   737     147     590     609     210     399     
(…) (…) (…) (…) (…) (…) (…) (…) (…) (…) (…) (…)

職 務 上 の 問 題 の た め 177     19      158     120     73      47      104     73      31      71      58      13      
(…) (…) (…) (…) (…) (…) (…) (…) (…) (…) (…) (…)

そ の 他 3,888   181     3,707   2,335   677     1,658   1,792   852     940     2,070   1,187   883     
(8,615) (210) (8,405) (3,032) (715) (2,317) (2,133) (817) (1,316) (2,930) (1,633) (1,297)

（注）１．「転職のため」とは，高等学校以下の学校の本務教員以外の職業に就いた者（大学，短大等の教員，教育委員会を含む官公庁への異動，民間企業への就職等）
　　　　をいう。
　　　２．（　）内は，平成18年度間の数値である。

区　　分
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３ 大学，短期大学，高等専門学校の年齢構成等の状況（教員個人調査（平成２２年１０月１日現在，助手以上。））

(1) 本務教員数（表２２）
本務教員数を学校種別にみると，大学１７２，７２８人（前回（平成１９年度）に比べ４，７５７人
（２．８％）増加），短期大学９，５０５人（同１，３６９人（１２．６％）減少），高等専門
学校４，４０６人（同７８人（１，７％）減少）となっている。
また，男女別にみると，女性教員の占める割合は，各学校種で上昇しており，大学２０．２％，
短期大学５０．１％，高等専門学校７．０％となっている。

表２２ 本務教員数（大学等）

(2) 年齢構成（５歳階級区分）
① 大学（表２３，２６，図１３）
「５０歳以上」の教員の割合についてみると、平成１６年度４３．７％，平成１９年度４４．０％，
平成２２年度４５．３％となっており、その割合は年々上昇している。
また，男女別にみると，２５歳以上の各年齢区分で男性教員の占める割合が高くなっている。
平均年齢は４８．７歳（前回より０．４歳上昇）で，男女別にみると，男性が４９．４歳（同
０．３歳上昇），女性が４５．６歳（同０．７歳上昇）となっている。

表２３ 大学の年齢構成 図１３ 年齢構成

（人）
平　　成　　19　　年　　度 平　　成　　22　　年　　度

区　　分 女性教員の 女性教員の
割合（％） 割合（％）

大       学 167,971 137,325 30,646 18.2 172,728 137,912 34,816 20.2

短 期 大 学 10,874 5,651 5,223 48.0 9,505 4,747 4,758 50.1

高等専門学校 4,484 4,216 268 6.0 4,406 4,096 310 7.0

男 女計 男 女 計

　 （％）

区  　  分 平成16年度 平成19年度 平成22年度
本務教員数(人) 159,724 167,971 172,728

合　　計 100.0 100.0 100.0
25 歳 未 満 0.1 0.2 0.2
25～30歳未満 2.9 2.9 2.6
30～35歳未満 10.4 9.8 9.1
35～40歳未満 14.1 14.3 14.2
40～45歳未満 15.0 14.4 14.3
45～50歳未満 13.7 14.4 14.3
50～55歳未満 12.6 12.6 13.4
55～60歳未満 13.8 13.8 12.3
60～65歳未満 11.4 11.6 13.2
65歳以上 5.9 6.1 6.4

平均年齢（歳）
計 48.1 48.3 48.7
男 48.7 49.1 49.4
女 44.8 44.9 45.6

43.7

42.8

13.5

44.0

43.1

12.9

45.3

42.8

11.9
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② 短期大学（表２４，２６，図１４）
「５０歳以上」の教員の割合についてみると、平成１６年度５７．８％，平成１９年度５７．０％，
平成２２年度５７．９％となっており、おおむね横ばい傾向である。
また，男女別にみると，「４０歳以上４５歳未満」及び５５歳以上を除く各年齢区分で女性教
員の占める割合が高くなっている。
平均年齢は５１．８歳（前回より０．４歳上昇）で，男女別にみると，男性が５３．９歳（同
０．３歳上昇），女性が４９．７歳（同０．６歳上昇）となっている。

表２４ 短期大学の年齢構成 図１４ 年齢構成

③ 高等専門学校（表２５，２６，図１５）
「５０歳以上」の教員の割合についてみると、平成１６年度４３．５％，平成１９年度４１．０％，
平成２２年度４０．７％となっており、その割合は年々低下している。
また，男女別にみると，全ての年齢区分で男性教員の占める割合が高くなっている。
平均年齢は４７．３歳（前回より０．３歳上昇）で，男女別にみると，男性が４７．７歳（同
０．３歳上昇），女性が４２．１歳（同１．０歳上昇）となっている。

表２５ 高等専門学校の年齢構成 図１５ 年齢構成

　 （％）

区  　  分 平成16年度 平成19年度 平成22年度
本務教員数(人) 12,469 10,874 9,505

合　　計 100.0 100.0 100.0
25 歳 未 満 0.6 0.8 0.7
25～30歳未満 3.1 3.3 3.1
30～35歳未満 6.6 6.9 6.3
35～40歳未満 9.0 9.2 9.5
40～45歳未満 10.9 10.3 10.2
45～50歳未満 12.0 12.5 12.3
50～55歳未満 15.3 13.3 13.0
55～60歳未満 16.5 17.2 15.1
60～65歳未満 14.4 14.7 17.6
65歳以上 11.6 11.9 12.2

平均年齢（歳）
計 51.4 51.4 51.8
男 53.4 53.6 53.9
女 49.0 49.1 49.7

57.8

31.9

10.4

57.0

32.0

11.0

57.9

32.0

10.1

　 （％）

区  　  分 平成16年度 平成19年度 平成22年度
本務教員数（人） 4,484 4,484 4,406

合　　計 100.0 100.0 100.0
25 歳 未 満 0.1 0.0 0.0
25～30歳未満 3.2 3.5 2.2
30～35歳未満 12.1 10.8 10.8
35～40歳未満 14.6 15.8 14.8
40～45歳未満 14.0 15.0 16.5
45～50歳未満 12.5 13.8 15.0
50～55歳未満 13.1 12.9 13.6
55～60歳未満 16.5 15.3 13.5
60～65歳未満 13.4 12.1 12.7
65歳以上 0.6 0.7 0.9

平均年齢（歳）
計 47.2 47.0 47.3
男 47.6 47.4 47.7
女 41.1 41.1 42.1

43.5

41.1

15.4

41.0

44.6

14.4

40.7

46.3

13.0
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表２６ 設置者別に見た本務教員の年齢構成

(3) 学校種別にみた平均年齢（表２７，図１６）
平均年齢を学校種別にみると，大学４８．７歳，短期大学５１．８歳，高等専門学校４７．３歳
となっている。
前回に比べると，大学と短期大学でそれぞれ０．４歳上昇し，高等専門学校は０．３歳上昇し
ている。

表２７ 本務教員の平均年齢

（％）

国　　立 公　　立 私　　立 国　　立 公　　立 私　　立 国　　立 公　　立 私　　立
61,625 人 12,752 人 98,351 人 － 688 人 8,817 人 3,929 人 315 人 162 人

計 100.0 100.0 100.0 － 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
25歳未満　　 0.0 0.0 0.3 － 0.1 0.8 0.1 － －
25～30歳未満 1.6 1.5 3.4 － 1.2 3.2 2.0 2.2 6.2
30～35　〃　 9.2 8.0 9.2 － 6.8 6.2 10.8 8.6 15.4
35～40　〃　 16.5 14.8 12.7 － 14.5 9.1 15.2 12.4 11.1
40～45　〃　 17.2 16.9 12.1 － 14.0 9.9 16.4 18.1 14.8
45～50　〃　 16.5 16.5 12.7 － 15.8 12.1 14.9 17.5 11.1
50～55　〃　 14.3 15.2 12.7 － 15.4 12.9 13.7 13.7 10.5
55～60　〃　 12.3 12.5 12.2 － 16.0 15.1 13.5 13.0 14.8
60～65　〃　 11.4 12.4 14.3 － 14.7 17.9 12.7 13.7 12.3
65歳以上　　 0.9 2.1 10.3 － 1.5 13.0 0.8 1.0 3.7
（注）　小数点以下第２位を四捨五入したため，計と内訳の合計が一致しない場合がある。

区　分
大　           学 短    期    大    学 高 等 専 門 学 校

（歳）

平成13年度 47.6 51.0 46.9
　　16年度 48.1 51.4 47.2
　　19年度 48.3 51.4 47.0

平成22年度 48.7 51.8 47.3

国　　立 47.1 － 47.2
(46.9) (－) (46.9)

公　　立 48.0 49.0 47.9
(47.3) (48.1) (47.5)

私　　立 49.7 52.0 46.7
(49.4) (51.7) (47.5)

（注）（　）内の数字は，平成19年度の平均年齢である。

区　　分 大学 短期大学 高等専門学校
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図１６ 平均年齢の推移

(4) 平均勤務年数（表２８）
平均勤務年数を学校種別にみると，大学１３．６年，短期大学１５．１年，高等専門学校
１６．５年となっている。
前回に比べると，大学と短期大学では０．１年それぞれ短くなっており，高等専門学校は
０．２年長くなっている。

表２８ 本務教員の平均勤務年数

（年）

平成13年度 14.6 15.9 17.8
　　16年度 14.2 15.9 17.5
　　19年度 13.7 15.2 16.3

平成22年度 13.6 15.1 16.5

国　　立 14.3 － 16.5
公　　立 12.3 14.1 17.3
私　　立 13.3 15.2 12.7

区　　分 大学 短期大学 高等専門学校

38

40

42

44

46

48

50

52

43 49 55 61 4 10 16 22

（歳）

（年度）

大学 短期大学 高等専門学校

0
昭和

～

～

51.8

48.7

47.3

平成4
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(5) 学歴構成（表２９）
① 大学
最も割合の高い学歴区分は「博士課程修了者」４８．９％で，次いで「修士課程修了者」２４．１％
の順となっている。前回と比べると，「博士課程修了者」は３．４ポイント上昇，「修士課程修
了者」は１．７ポイント低下している。

② 短期大学
最も割合の高い学歴区分は「修士課程修了者」３３．２％で，次いで「新制大学卒業者」３０．０％
の順となっている。前回と比べると，「修士課程修了者」は１．８ポイント上昇，「新制大学卒
業者」は２．７ポイント低下している。

③ 高等専門学校
最も割合の高い学歴区分は「博士課程修了者」４８．０％で，次いで「修士課程修了者」３６．５％
の順となっている。前回と比べると「博士課程修了者」は５．６ポイント上昇，「修士課程修了
者」は１．９ポイント低下している。

表２９ 本務教員の学歴構成

（6）本務教員の専門分野別構成（表３０）
① 大学
最も割合の高い専門分野は「保健」３３．０％で，次いで「工学」１５．１％の順となってい
る。また，設置者別にみると，国立，公立及び私立で「保健」が最も高く，それぞれ３０．２％，
４１．６％，３３．７％となっている。

② 短期大学
最も割合の高い専門分野は「教育」２１．２％で，次いで「人文科学」１５．９％の順となっ
ている。また，設置者別にみると，公立は「保健」２４．０％，私立は「教育」２２．２％がそ
れぞれ最も高くなっている。

③ 高等専門学校
最も割合の高い専門分野は「工学」６３．８％で，次いで「理学」１４．９％の順となってい
る。また，設置者別にみると，国立，公立及び私立で「工学」が最も高く，それぞれ６４．４％，
６１．３％，５３．１％となっている。

表３０ 専門分野別 本務教員数

（％）

専門職
学位課程

博士課程 修士課程

平成13年度 100.0 … 42.2 26.6 26.1 0.2 3.9 0.4 0.1 0.5
　　16年度 100.0 － 43.9 26.6 24.2 0.1 4.2 0.4 0.0 0.5
　　19年度 100.0 0.1 45.5 25.8 23.2 0.0 4.3 0.4 0.0 0.6
平成22年度 100.0 0.1 48.9 24.1 21.4 0.0 4.5 0.4 0.0 0.6
平成13年度 100.0 … 20.1 28.2 35.8 0.7 4.2 6.9 0.7 3.5
　　16年度 100.0 － 19.4 30.2 35.1 0.4 4.2 6.8 0.4 3.5
　　19年度 100.0 0.1 20.4 31.4 32.7 0.1 4.1 7.1 0.0 4.1
平成22年度 100.0 0.2 21.5 33.2 30.0 0.0 3.3 7.5 0.0 4.2
平成13年度 100.0 … 26.3 41.6 26.4 0.1 0.8 2.7 0.0 2.1
　　16年度 100.0 － 34.3 40.9 19.8 － 1.1 2.3 0.1 1.6
　　19年度 100.0 0.1 42.4 38.4 14.9 － 1.0 1.6 － 1.6
平成22年度 100.0 0.1 48.0 36.5 11.5 － 1.3 1.0 － 1.6

（注）「博士課程修了者」は，学位論文の審査及び最終試験に合格していない場合でも，所定の年限を在学し，所定の単位を修得したと認定された者を含む。

外国の大学 短期大学 旧制高校

大　　　　学

新制大学 その他旧制大学

短期大学

高等専門学校

計区　　　　分
新　制　大　学　院

（人）

計 人文科学 社会科学 理　　学 工　　学 農　　学 保　　健 商　　船 家　　政 教　　育 芸　　術 そ の 他

計 172,728 23,144 23,768 14,965 26,056 6,581 57,049 48 2,228 10,420 5,188 3,281

(100.0) (13.4) (13.8) (8.7) (15.1) (3.8) (33.0) (0.0) (1.3) (6.0) (3.0) (1.9)

国　　立 61,625 5,346 5,066 8,491 13,704 4,174 18,589 38 241 4,067 902 1,007

(100.0) (8.7) (8.2) (13.8) (22.2) (6.8) (30.2) (0.1) (0.4) (6.6) (1.5) (1.6)

公　　立 12,752 1,335 1,478 978 1,949 504 5,299 － 207 290 494 218

(100.0) (10.5) (11.6) (7.7) (15.3) (4.0) (41.6) (－) (1.6) (2.3) (3.9) (1.7)

私　　立 98,351 16,463 17,224 5,496 10,403 1,903 33,161 10 1,780 6,063 3,792 2,056

(100.0) (16.7) (17.5) (5.6) (10.6) (1.9) (33.7) (0.0) (1.8) (6.2) (3.9) (2.1)

計 9,505 1,508 1,115 199 573 209 1,394 － 1,231 2,014 1,023 239

(100.0) (15.9) (11.7) (2.1) (6.0) (2.2) (14.7) (－) (13.0) (21.2) (10.8) (2.5)

国　　立 － － － － － － － － － － － －

(－) (－) (－) (－) (－) (－) (－) (－) (－) (－) (－) (－)

公　　立 688 135 108 10 28 6 165 － 86 58 75 17

(100.0) (19.6) (15.7) (1.5) (4.1) (0.9) (24.0) (－) (12.5) (8.4) (10.9) (2.5)

私　　立 8,817 1,373 1,007 189 545 203 1,229 － 1,145 1,956 948 222

(100.0) (15.6) (11.4) (2.1) (6.2) (2.3) (13.9) (－) (13.0) (22.2) (10.8) (2.5)

計 4,406 574 79 657 2,810 22 15 51 2 160 13 23

(100.0) (13.0) (1.8) (14.9) (63.8) (0.5) (0.3) (1.2) (0.0) (3.6) (0.3) (0.5)

国　　立 3,929 500 73 585 2,531 22 9 51 2 135 2 19

(100.0) (12.7) (1.9) (14.9) (64.4) (0.6) (0.2) (1.3) (0.1) (3.4) (0.1) (0.5)

公　　立 315 44 3 50 193 － 6 － － 13 3 3

(100.0) (14.0) (1.0) (15.9) (61.3) (－) (1.9) (－) (－) (4.1) (1.0) (1.0)

私　　立 162 30 3 22 86 － － － － 12 8 1

(100.0) (18.5) (1.9) (13.6) (53.1) (－) (－) (－) (－) (7.4) (4.9) (0.6)

（注）１　（　）内は構成比（％）である。

　　　２　専門分野別の分類は，「Ⅳ付録」の「（３）専門（専攻）分野一覧表」参照。

短
期
大
学

高
等
専
門
学
校

区　　分

大
　
　
　
学



28

(7) 自校出身者の占める比率（表３１，３２）
大学における自校出身者の占める比率は，３２．６％となっており，前回と比べると１．４ポ
イント低下している。
また、平成１６年度より調査を実施している「うち自校学部卒」の者の割合は，２７．０％
（前回より０．８ポイント低下）となっている。
年齢区分別にみると，「２５歳未満」における割合が最も高く，年齢区分が高くなるにつれて，
おおむねその割合は低くなっている。
次に専門分野別にみると，大学で最も自校出身者の比率の高い専門分野は「商船」６２．５％
で、次いで「保健」５１．５％の順となっている。

表３１ 年齢別 自校出身者の占める割合

表３２ 専門分野別 自校出身者の占める割合

(8) 平均週担当授業時数（表３３）
本務教員として勤務している学校における平常の週の講義，実習，演習等の平均週担当授業時
数（実時間）をみると，大学９．０時間，短期大学９．７時間，高等専門学校１４．７時間とな
っている。

表３３ 本務教員として勤務している学校における平均週担当授業時数

（％）

 平成13年度 34.0
 　　16年度 33.5
（うち自校学部卒） (26.1)
 　　19年度 34.0
（うち自校学部卒） (27.8)

 平成22年度 32.6
（うち自校学部卒） (27.0)

25歳未満 83.9
25～30歳未満 57.2
30～35　〃　 47.1
35～40　〃　 41.2
40～45　〃　 36.8
45～50　〃　 32.1
50～55　〃　 28.7
55～60　〃 26.1
60～65　〃 23.5
65歳以上　　 12.9
（注）　（うち自校学部卒）は，平成１６年度から
　　　　調査を実施。

区　　分 大   学

（％）

計 人文科学 社会科学 理　　学 工　　学 農　　学 保　　健 商　　船 家　　政 教　　育 芸　　術 そ の 他

計 32.6 16.5 17.0 24.7 32.0 40.3 51.5 62.5 30.7 17.6 23.8 19.7

(34.0) (16.1) (16.4) (25.0) (33.9) (43.4) (55.3) (72.3) (31.6) (17.5) (22.8) (19.5)

国　　立 42.2 24.8 24.8 32.1 39.5 47.0 62.9 73.7 16.6 24.1 25.1 32.7

(42.9) (24.4) (24.8) (32.6) (43.2) (48.9) (63.0) (72.3) (32.8) (22.2) (23.2) (32.9)

公　　立 26.2 11.3 11.9 9.6 16.8 12.5 43.9 － 20.0 5.9 24.9 13.6

(26.2) (8.5) (11.3) (8.7) (12.3) (19.4) (45.2) (－) (21.8) (2.9) (26.8) (8.9)

私　　立 27.5 14.3 15.1 15.9 25.0 33.2 46.2 20.0 33.9 13.8 23.4 14.0

(29.2) (13.9) (14.2) (16.2) (24.8) (36.7) (52.4) (－) (32.4) (14.5) (22.2) (13.9)
　（注）　（　）内は，平成19年度の数値である。

区　　分

大
　
　
　
学

（時間）
大　学 短期大学 高等専門学校
7.3 8.8 14.2

9.0 9.7 14.7

8.1 － 14.5
9.7 9.8 14.7
9.4 9.7 18.9

（注）   １．週担当授業時数は，講義，実習，実験，演習等の担当時数を分を単位として合計し，60で除し，１時間
　未満は四捨五入したものである。
２．週担当授業時数は，本務教員として勤務している学校における講義，実習，実験，演習等の実時間で
　あり，当該学校以外における授業時数は含まない。
３．従前は，当該教員の本務とする学部（大学院に所属する教員については大学院，短期大学・高等専門
　学校については学科）の講義，実習，実験，演習等の実時間数であり，それ以外の学部（学科）の授業
　時数は含まない手法にて集計していたが，平成２２年度から本務教員として勤務している学校における
　週担当授業時数を集計することとした。（上記の平成１９年度の数値は，再集計したもの。）

国　　立
公　　立
私　　立

区　　分
平成19年度

平成22年度
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(9) 平均給料月額（表３４）
平成２２年９月の１か月の平均給料月額（本俸のみ。諸手当及び調整額を除く。）は大学
４５万９千円（平均年齢４８．７歳），短期大学４０万２千円（同５１．８歳），高等専門学校
４２万３千円（同４７．３歳）となっている。

表３４ 平均給料月額

（10） 教員の兼務先別構成（表３５）
本務教員として勤務している学校以外に兼務している者は，大学５０，２５３人（本務教員に
占める割合２９．１％），短期大学２，９６３人（同３１．２％），高等専門学校６２２人（同
１４．１％）となっている。
また，兼務先別にその構成比をみると，各学校種とも「大学」に兼務している者が最も多く，
大学５９．１％，短期大学８１．２％，高等専門学校５５．９％となっている。

表３５ 本務教員の兼務先別構成

（千円）

平成１３年度 468.1 439.3 454.5
(47.6) (51.0) (46.9)

　　１６年度 465.3 428.6 446.8
(48.1) (51.4) (47.2)

　　１９年度 461.3 411.1 429.5
(48.3) (51.4) (47.0)

平成２２年度 458.9 402.0 423.2
(48.7) (51.8) (47.3)

国　　立 441.3 － 421.0
公　　立 454.0 424.6 475.8
私　　立 470.6 400.3 373.6

（注）（　）内は，平均年齢（歳）である。

区　　分 大学 短期大学 高等専門学校

うち兼務   

本務教員数 している者 高等専門

（人） （人） 学 校

172,728 50,253 59.1 5.6 2.0 12.4 10.1 31.2

(167,971) (46,939) (61.9) (7.8) (2.1) (13.0) (7.2) (26.2)

国　　立 61,625 22,504 50.5 2.4 1.7 13.3 17.5 45.7

公　　立 12,752 3,947 72.4 3.8 5.7 13.1 4.7 14.6

私　　立 98,351 23,802 64.9 9.0 1.8 11.5 4.1 20.3

9,505 2,963 81.2 6.3 1.6 17.2 0.3 3.6

(10,874) (3,424) (78.7) (8.4) (1.9) (18.3) (0.2) (3.4)

国　　立 － － － － － － － －

公　　立 688 233 77.3 7.3 1.3 23.6 0.9 6.4

私　　立 8,817 2,730 81.5 6.2 1.6 16.7 0.3 3.4

4,406 622 55.9 1.8 1.3 9.3 10.0 33.4

(4,484) (605) (50.1) (2.3) (1.2) (12.1) (6.1) (36.5)

国　　立 3,929 559 55.3 2.0 0.9 10.0 8.1 35.6

公　　立 315 56 58.9 0.0 3.6 3.6 30.4 16.1

私　　立 162 7 85.7 － 14.3 － － －

（注）１　構成比は，兼務先別教員数を「うち兼務している者」の総数で除したものである。

　　　２　１人で２カ所以上に兼務している場合はそれぞれに計上した。

　　　３　（　）内は，平成19年度の数値である。

学
　
　
校

高
等
専
門

計

計

計

区　　分

大
　
　
学

短
期
大
学

兼　務　先　別　構　成　比　（％）

他学校 その他研究所等大　学 短期大学
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４ 大学，短期大学，高等専門学校の採用・転入・離職の状況（教員異動調査）

(1) 採用・転入・離職者数（表３６）
平成２１年度間（平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの間）の本務教員の異動
（採用・転入・離職）の状況は次のとおりである。
① 大学
採用者１１，０６６人（前回（平成１８年度間）に比べ４６２人（４．０％）減少）の年齢構
成をみると，最も割合の高い年齢区分は「３０歳以上３５歳未満」（２８．８％）となっている。
転入者４，００８人（前回に比べ２５７人（６．９％）増加）の年齢構成をみると，最も割合
の高い年齢区分は「３５歳以上４０歳未満」（１９．９％）となっている。
離職者１１，２４２人（前回に比べ６７８人（５．７％）減少）の年齢構成をみると，最も割
合の高い年齢区分は「６５歳以上」（２７．３％）となっている。

② 短期大学
採用者５８９人（前回に比べ１２３人（１７．３％）減少）の年齢構成をみると，最も割合の
高い年齢区分は，「３０歳以上３５歳未満」（１５．１％）となっている。
転入者１９０人（前回と同じ）の年齢構成をみると，最も割合の高い年齢区分は「４０歳以上
４５歳未満」，「４５歳以上５０歳未満」，「６５歳以上」でそれぞれ１４．２％となっている。
離職者７５４人（前回に比べ９０人（１０．７％）減少）の年齢構成をみると，最も割合の高
い年齢区分は，「６５歳以上」（３５．４％）となっている。

③ 高等専門学校
採用者１７８人（前回に比べ５３人（２２．９％）減少）の年齢構成をみると，最も割合の高
い年齢区分は，「３０歳以上３５歳未満」（３４．８％）となっている。
転入者８４人（前回に比べ１３８人（６２．２％）減少）の年齢構成をみると，最も割合の高
い年齢区分は「３０歳以上３５歳未満」（２９．８％）となっている。
離職者１５４人（前回に比べ５５人（２６．３％）減少）の年齢構成をみると，最も割合の高
い年齢区分は，「６０歳以上６５歳未満」（６１．７％）となっている。

表３６ 本務教員の採用・転入・離職者数

採用者数 転入者数 離職者数 採用者数 転入者数 離職者数 採用者数 転入者数 離職者数

平成12年度間 10,289 人 4,155 人 10,399 人 749 人 258 人 1,230 人 185 人 40 人 167 人

　　15年度間 10,535 人 3,881 人 11,337 人 696 人 181 人 973 人 204 人 36 人 213 人

    18年度間 11,528 人 3,751 人 11,920 人 712 人 190 人 844 人 231 人 222 人 209 人

平成21年度間 11,066 人 4,008 人 11,242 人 589 人 190 人 754 人 178 人 84 人 154 人

100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％
25歳未満　　 1.7 0.0 0.3 5.9 － 0.4 1.1 － －

(1.5) (0.0) (0.3) (3.7) (0.5) (0.4) (0.9) (－) (－)
25～30歳未満 17.7 2.9 6.0 11.2 3.7 7.3 26.4 3.6 0.6

(19.3) (3.0) (6.0) (12.4) (4.2) (4.9) (29.4) (3.6) (2.4)
30～35歳未満 28.8 15.8 14.8 15.1 11.1 6.5 34.8 29.8 3.9

(30.4) (15.4) (15.5) (17.0) (12.1) (7.2) (27.3) (9.5) (3.8)
35～40歳未満 21.0 19.9 15.1 10.9 13.2 8.1 11.8 16.7 3.9

(20.2) (18.3) (15.2) (10.4) (13.7) (6.8) (11.7) (19.8) (4.8)

40～45歳未満 9.8 17.0 10.4 9.3 14.2 5.6 10.1 17.9 4.5

(9.7) (16.7) (10.5) (10.4) (14.2) (5.6) (5.6) (15.8) (3.3)

45～50歳未満 6.2 14.6 6.8 12.1 14.2 6.8 3.9 9.5 3.2

(5.9) (14.6) (6.9) (8.4) (9.5) (6.8) (2.6) (16.2) (2.9)

50～55歳未満 4.6 9.3 4.2 8.1 8.4 6.5 5.6 8.3 2.6

(3.9) (9.5) (4.0) (11.1) (8.9) (5.6) (9.5) (9.9) (0.5)

55～60歳未満 3.6 7.2 3.5 6.3 8.9 6.4 3.4 7.1 7.8

(3.9) (7.4) (3.8) (8.1) (14.2) (9.5) (11.3) (12.6) (7.2)
60～65歳未満 4.5 7.6 11.6 14.3 12.1 17.1 2.2 6.0 61.7

(3.2) (8.2) (11.3) (11.8) (10.5) (17.2) (1.7) (12.6) (70.8)
65歳以上　　 2.2 5.7 27.3 6.8 14.2 35.4 0.6 1.2 11.7

(1.9) (6.8) (26.5) (6.7) (12.1) (36.3) (－) (－) (4.3)

（注）１．「採用」とは学部新規卒業者・大学院新規修了者，民間企業，非常勤講師，ポスドク及び高等学校以下の学校の本務教員からの異動
　　　　をいう。
　　　２．「転入」とは設置者を問わず，大学，短期大学及び高等専門学校の本務教員からの異動をいう。
　　　３．「離職」とは定年（勧奨）退職，病気・死亡による退職，自己都合退職，教員以外への転職及び高等学校以下の学校の本務教員への
　　　　異動をいう。　　　　　
　　　４．小数点以下第２位を四捨五入したため，計と内訳が一致しない場合がある。
　　　５．（　）内は，平成18年度間の数値である。

短　期　大　学 高等専門学校大　　　学
区　　分
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(2) 採用前の状況別採用教員構成（表３７）
① 大学
採用者の採用前の状況について，「学部新規卒業者・大学院新規修了者」が１０．７％となっ
ており，それ以外では，「研究所等の研究員」が１１．６％，「臨床医等」が２６．６％などと
なっている。

② 短期大学
採用者の採用前の状況について，「学部新規卒業者・大学院新規修了者」が８．８％となって
おり，それ以外では，「民間企業」が１９．７％，「高校以下，専修・各種教員から」が２２．４％
などとなっている。

③ 高等専門学校
採用者の採用前の状況について，「学部新規卒業者・大学院新規修了者」が１５．２％となっ
ており，それ以外では，「民間企業」が１８．５％，「高校以下，専修・各種教員から」が１１．２％
などとなっている。

表３７ 採用前の状況別採用教員構成

(3) 転入前の状況別転入教員構成（表３８）
転入前の状況をみると，いずれも「大学から」の転入者の割合が最も高く，大学８７．５％，
短期大学６５．３％，高等専門学校５２．４％となっている。

表３８ 転入前の状況別転入教員構成

(4) 離職の理由別離職教員数（表３９）
① 大学
大学では「定年（勧奨）のため」及び「転職のため」離職する者が多く，それぞれ３，３９１
人，３，６８５人となっている。

② 短期大学
短期大学では「定年（勧奨）のため」及び「転職のため」離職する者が多く，それぞれ２３２
人，１０６人となっている。

③ 高等専門学校
高等専門学校では「定年（勧奨）のため」及び「転職のため」離職する者が多く，それぞれ
１０４人，１８人となっている。

表３９ 離職の理由別離職教員数

う　ち う　ち うち う　ち う　ち う　ち

研究所等の 研究所等

ポストドクター の研究員
（人） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％）

大 学 平成 12年度間 10,289 100.0 17.5 80.5 14.3 19.4 … … … 2.0

15年度間 10,535 100.0 14.9 82.5 11.4 16.4 … 10.9 … 2.6

18年度間 11,528 100.0 14.4 82.4 9.2 14.9 … 10.9 … 3.2
平成 21年度間 11,066 100.0 10.7 85.0 4.4 9.5 1.1 7.6 11.6 26.6 4.3

短 期 大 学 平成 12年度間 749 100.0 12.4 71.0 11.9 19.6 … … … 16.6

15年度間 696 100.0 9.9 74.6 10.2 17.1 … 4.3 … 15.5

18年度間 712 100.0 9.3 73.9 6.5 21.6 … 2.2 … 16.9

平成 21年度間 589 100.0 8.8 68.8 5.8 19.7 2.2 0.8 3.2 1.5 22.4

高等専門学校 平成 12年度間 185 100.0 35.7 54.6 4.9 20.5 … … … 9.7

15年度間 204 100.0 23.1 66.6 5.9 29.9 … 10.3 … 10.3

18年度間 231 100.0 20.8 72.3 1.7 21.6 … 23.4 … 6.9

平成 21年度間 178 100.0 15.2 73.6 3.9 18.5 … 10.7 7.9 － 11.2

（注）　「研究所等の研究員」とは，任期を付さない任用で研究業務に従事していた者及び独立行政法人等の研究機関において研究業務に従事している者のうち，所属する研究グループのリーダー・主任研究員

　　　　　であった者が該当する。

区　　　分
高校以下，
専修・各種
教員から

計 その他

臨床医等

学部新規卒業者
・

大学院新規
修了者 民間企業官公庁 自営業

転　　入　　前　　の　　状　　況

大学から 短期大学から
高等専門学校
から

（人） （％） （％） （％） （％）

大 学 4,008 100.0 87.5 9.9 2.6
(3,751) (100.0) (87.5) (10.5) (1.9)

短 期 大 学 190 100.0 65.3 28.9 5.8
(190) (100.0) (66.8) (26.8) (6.3)

高等専門学校 84 100.0 52.4 1.2 46.4
(222) (100.0) (20.3) (0.5) (79.3)

（注）  （　）内は平成18年度間の数値である。

区　　分 計

（人）

離　　　　職　　　　理　　　　由

うち精神疾患
う ち 研 究 所
等 の 研 究 員

大 学 11,242 3,391 116 37 230 3,685 430 157 291 55 3,317
(11,920) (3,530) (103) (…) (225) (4,069) (339) (129) (…) (…) (3,864)

短 期 大 学 754 232 28 5 13 106 15 6 71 8 290
(844) (244) (21) (…) (26) (117) (11) (16) (…) (…) (420)

高等専門学校 154 104 2 0 3 18 2 0 2 1 24
(209) (154) (…) (…) (8) (20) (3) (2) (…) (…) (25)

（注）１　「転職のため」とは，他の大学，短期大学及び高等専門学校の本務教員以外の職業に就いた者をいう。

　　　２　（　）内は平成18年度間の数値である。

職務上の問題
の　た　め

その他区　　分
定年（勧奨）
の た め

死　亡
病　気
のため

計 転　職
のため

大学等入学
の　た　め

家庭の事情
の　た　め


